
 

 

2023年８月１日 

第 1 9 期 決 算 公 告 
東京都品川区西五反田二丁目 29番５号 

株 式 会 社 フ ォ ー ・ ク オ リ ア 

代 表 取 締 役  松 永  州 央 

 

貸 借 対 照 表 
（2023年５月31日現在） 

 (単位:千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）     （負 債 の 部）     

流 動 資 産  454,912   流 動 負 債  176,473   

 現金及び預金  225,481     買掛金  52,213   

 売掛金及び契約資産  206,637   未払金  31,324  

 商品  521   未払費用  61,097  

 仕掛品  7,935   未払消費税等  12,506   

 貯蔵品  142   未払法人税等  925  

 前払費用  8,021   預り金  10,868  

 立替金  607   契約負債  7,537  

 仮払金  76       

 未収入金  2,860       

 未収法人税等  2,628       

固 定 資 産  253,690   固 定 負 債  50,397  

 有形固定資産  10,757   退職給付引当金  50,397  

 建物附属設備  7,767   負債合計 226,871   

 工具器具備品  2,989   （純 資 産 の 部）      

無形固定資産  33,618  株 主 資 本  481,731  

 ソフトウェア  33,618   資本金  99,994  

 投資その他の資産  209,314    資本剰余金   86,582   

 関係会社株式  183,539    資本準備金  86,453   

 長期差入保証金  6,606   その他資本剰余金  129  

 繰延税金資産  19,169   利益剰余金   295,155   

      利益準備金  3,145  

      その他利益剰余金  292,010   

      (うち当期純利益)  ( 33,258 ) 

       純資産合計 481,731   

資産合計 708,603  負債・純資産合計 708,603   

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

 

個別注記表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

・棚卸資産 

商品 

移動平均法又は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定） 

仕掛品 

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)  

   貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定） 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  （1）有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

    ただし、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備については、定額法によって   

おります。 

    主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物附属設備   3～15年 

     工具器具備品   3～10年 

 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアは、社内における使用可能期間（5年）に基づく定額法によ

っております。 

 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，回収不能見込額を

計上しております。 

 

４．退職給付に係る会計処理の方法 

   当社は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

   当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

   ステップ１：顧客との契約を識別する 

   ステップ２：契約における履行義務を識別する 

   ステップ３：取引価格を算定する 

   ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する 

   ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する 

 

６．その他計算書作成のための基本となる事項 

・消費税等の会計処理の方法 

  消費税及び地方消費税の処理方法は、税抜方式によっております。 



 

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額         26,706千円 

 

２．親会社に対する金銭債権及び、金銭債務は次のとおりであります。 

    短期金銭債権                 2,703千円 

短期金銭債務                  480千円 

 

Ⅲ 税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産の発生の主な原因別の内記 

    退職給付引当金             16,923千円 

    未払事業税                 100千円 

資産除去費用                1,847千円 

    その他                                     297千円 

    繰延税金資産合計             19,169千円 

 

Ⅳ 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

以 上 

 
 


